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２００３年１０月１５日２００３年１０月１５日２００３年１０月１５日２００３年１０月１５日    地球環境技術推進懇談会１０周年記念シンポジウム地球環境技術推進懇談会１０周年記念シンポジウム地球環境技術推進懇談会１０周年記念シンポジウム地球環境技術推進懇談会１０周年記念シンポジウム    
    

地球温暖化対策の地球温暖化対策の地球温暖化対策の地球温暖化対策の    
国内制度設計国内制度設計国内制度設計国内制度設計    

炭素税炭素税炭素税炭素税 vsvsvsvs 排出権取引排出権取引排出権取引排出権取引        
西條辰義西條辰義西條辰義西條辰義 
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日本は昨年の６月に日本は昨年の６月に日本は昨年の６月に日本は昨年の６月に京都議定書京都議定書京都議定書京都議定書を批准を批准を批准を批准 

ベストな国内制度とは？ベストな国内制度とは？ベストな国内制度とは？ベストな国内制度とは？    
    

１．基本的なデータ１．基本的なデータ１．基本的なデータ１．基本的なデータ    
２．気候変動枠組み条約と京都議定書２．気候変動枠組み条約と京都議定書２．気候変動枠組み条約と京都議定書２．気候変動枠組み条約と京都議定書    
３．排出権取引３．排出権取引３．排出権取引３．排出権取引    
４．炭素税４．炭素税４．炭素税４．炭素税    
５．コマンド・アンド・コントロール５．コマンド・アンド・コントロール５．コマンド・アンド・コントロール５．コマンド・アンド・コントロール    
６．広く薄い炭素税６．広く薄い炭素税６．広く薄い炭素税６．広く薄い炭素税    
７．実験からの教訓７．実験からの教訓７．実験からの教訓７．実験からの教訓    
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８．８．８．８．    ４つの“４つの“４つの“４つの“ＮＯＮＯＮＯＮＯ““““            
９．９．９．９．    炭素税の問題点炭素税の問題点炭素税の問題点炭素税の問題点    
１０．日本の特殊事情１０．日本の特殊事情１０．日本の特殊事情１０．日本の特殊事情    
１１．制度設計の基本視点１１．制度設計の基本視点１１．制度設計の基本視点１１．制度設計の基本視点    
１２．排出権取引の特色１２．排出権取引の特色１２．排出権取引の特色１２．排出権取引の特色    
１３．国内制度設計１３．国内制度設計１３．国内制度設計１３．国内制度設計    
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基本的なデータ基本的なデータ基本的なデータ基本的なデータ    
1.1 各国の二酸化炭素排出量割合

（ａ）１９４９－１９９８年の排出量 （b）１９９６年の排出量
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1.2 1.2 1.2 1.2 主要国の二酸化炭素排出量の経年変化主要国の二酸化炭素排出量の経年変化主要国の二酸化炭素排出量の経年変化主要国の二酸化炭素排出量の経年変化    
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1.3 19961.3 19961.3 19961.3 1996 年における年における年における年における GDPGDPGDPGDP および一人当たりおよび一人当たりおよび一人当たりおよび一人当たり CO2CO2CO2CO2 排出量排出量排出量排出量    
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1.4 GDP1.4 GDP1.4 GDP1.4 GDP および一人当たりおよび一人当たりおよび一人当たりおよび一人当たり CO2CO2CO2CO2 排出量の動き排出量の動き排出量の動き排出量の動き    
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1.5 GDP1.5 GDP1.5 GDP1.5 GDP および一人当たりおよび一人当たりおよび一人当たりおよび一人当たり CO2CO2CO2CO2 排出量の経年変化排出量の経年変化排出量の経年変化排出量の経年変化(71(71(71(71----98)98)98)98)    
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1.61.61.61.6 過去５０年間の一人当たり累積排出量過去５０年間の一人当たり累積排出量過去５０年間の一人当たり累積排出量過去５０年間の一人当たり累積排出量    

247.1

162.8

110.6

19.0

49.2

87.0

142.9

0

50

100

150

200

250

300

米国 独国 英国 EU平均 日本 中国 世界平均

 10

1.7 1.7 1.7 1.7 日本の二酸化炭素排出量日本の二酸化炭素排出量日本の二酸化炭素排出量日本の二酸化炭素排出量

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

500.0

日本 27.028.034.036.040.039.039.044.051.050.053.064.077.080.089.098.0106.115.134.154.179.202.210.227.250.243.233.239.251.250.260.251.246.240.236.255.248.247.245.269.276.292.298.301.295.309.310.319.318.309.

19
49

19
50

19
51

19
52

19
53

19
54

19
55

19
56

19
57

19
58

19
59

19
60

19
61

19
62

19
63

19
64

19
65

19
66

19
67

19
68

19
69

19
70

19
71

19
72

19
73

19
74

19
75

19
76

19
77

19
78

19
79

19
80

19
81

19
82

19
83

19
84

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

 11

1.8 1.8 1.8 1.8 日・独・英の二酸化炭素排出量日・独・英の二酸化炭素排出量日・独・英の二酸化炭素排出量日・独・英の二酸化炭素排出量    
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気候変動枠組条約と京都議定書気候変動枠組条約と京都議定書気候変動枠組条約と京都議定書気候変動枠組条約と京都議定書    
2.1 2.1 2.1 2.1 ３つの原則３つの原則３つの原則３つの原則    

原則１：原則１：原則１：原則１：持続可能な開発持続可能な開発持続可能な開発持続可能な開発    
超長期＋環境と経済の両立超長期＋環境と経済の両立超長期＋環境と経済の両立超長期＋環境と経済の両立    
    

原則２：原則２：原則２：原則２：地球規模での費用対効果地球規模での費用対効果地球規模での費用対効果地球規模での費用対効果    
    地球全体で温室効果ガス濃度の上昇を抑制地球全体で温室効果ガス濃度の上昇を抑制地球全体で温室効果ガス濃度の上昇を抑制地球全体で温室効果ガス濃度の上昇を抑制    
    
原則３：原則３：原則３：原則３：衡平の原則衡平の原則衡平の原則衡平の原則（差異ある責任と能力に応じて負担）（差異ある責任と能力に応じて負担）（差異ある責任と能力に応じて負担）（差異ある責任と能力に応じて負担）    
    温室効果ガス排出で経済発展をした先進国の責任温室効果ガス排出で経済発展をした先進国の責任温室効果ガス排出で経済発展をした先進国の責任温室効果ガス排出で経済発展をした先進国の責任    
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2.2 2.2 2.2 2.2 京都議定書の特色京都議定書の特色京都議定書の特色京都議定書の特色    

・ 京都メカニズム－枠組条約における「最小のコストで最大

の効果（原則１，２）」を体現化 
・ これまでタダであった温室効果ガス（ＧＨＧ）に正の価格   

・ （価格ではなく）量を固定し，（量ではなく）価格で調整するメ

カニズムの選択 

財・サービスの財・サービスの財・サービスの財・サービスの相対価格相対価格相対価格相対価格を変を変を変を変

えて地球を温暖化から守ろうえて地球を温暖化から守ろうえて地球を温暖化から守ろうえて地球を温暖化から守ろう    
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排出権取引排出権取引排出権取引排出権取引    
3.1 3.1 3.1 3.1 単純なケース単純なケース単純なケース単純なケース    
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3.2 3.2 3.2 3.2 限界削減費用曲線限界削減費用曲線限界削減費用曲線限界削減費用曲線

0000

PPPP    

限限限限界界界界削削削削減減減減費費費費用用用用曲曲曲曲線線線線

排排排排出出出出権権権権購購購購入入入入
    ののののたたたためめめめのののの
        支支支支払払払払額額額額

割割割割当当当当排排排排出出出出量量量量
現現現現状状状状のののの排排排排出出出出水水水水準準準準

((((BBBBAAAAUUUU))))

排排排排出出出出量量量量

排排排排出出出出権権権権価価価価格格格格とととと
限限限限界界界界削削削削減減減減費費費費用用用用
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3.3 3.3 3.3 3.3 取引から得られる余剰取引から得られる余剰取引から得られる余剰取引から得られる余剰 
 

 

 

 

 

 

 

 

各国別に削減すると各国別に削減すると各国別に削減すると各国別に削減すると最小費用最小費用最小費用最小費用  
では削減できない（原則２×）では削減できない（原則２×）では削減できない（原則２×）では削減できない（原則２×）    
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炭素税炭素税炭素税炭素税    
4.1 4.1 4.1 4.1 各国別の炭素税各国別の炭素税各国別の炭素税各国別の炭素税    ––––理想的な場合（約束排出量を達成）理想的な場合（約束排出量を達成）理想的な場合（約束排出量を達成）理想的な場合（約束排出量を達成）---- 

 

 

 

 

 

 国内削減にかかる費用は国内削減にかかる費用は国内削減にかかる費用は国内削減にかかる費用は炭素税炭素税炭素税炭素税よよよよ

りもりもりもりも排出権取引排出権取引排出権取引排出権取引のほうが安いのほうが安いのほうが安いのほうが安い    
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4.2 4.2 4.2 4.2 世界均一炭素税世界均一炭素税世界均一炭素税世界均一炭素税    ––––理想的な場合（約束排出量総計を達成）理想的な場合（約束排出量総計を達成）理想的な場合（約束排出量総計を達成）理想的な場合（約束排出量総計を達成）---- 

 

 

 

 

 

0
2

01 排出量 排出量

約束排出量 約束排出量

排出権価格と
限界削減費用

排出権価格と
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第１国 第２国

国内削減に
よる費用

炭素税

国内削減に
よる費用

t* 
炭素税

t* 

（炭素税を用いる制度でベストと考えられている）（炭素税を用いる制度でベストと考えられている）（炭素税を用いる制度でベストと考えられている）（炭素税を用いる制度でベストと考えられている）世世世世

界均一炭素税界均一炭素税界均一炭素税界均一炭素税でかかる費用はでかかる費用はでかかる費用はでかかる費用は排出権取引排出権取引排出権取引排出権取引と同じと同じと同じと同じ    
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コマンド・アンド・コントロールコマンド・アンド・コントロールコマンド・アンド・コントロールコマンド・アンド・コントロール    
5.1 5.1 5.1 5.1 上方にシフトする限界削減費用曲線上方にシフトする限界削減費用曲線上方にシフトする限界削減費用曲線上方にシフトする限界削減費用曲線    

00002222 排出量
約約約約束束束束排排排排出出出出量量量量

排出権価格と
限界削減費用

本本本本来来来来のののの限限限限界界界界
削削削削減減減減費費費費用用用用曲曲曲曲線線線線

ココココママママンンンンドドドド・・・・アアアアンンンンドドドド・・・・ココココンンンントトトトロロロローーーールルルル
政政政政策策策策にににによよよよっっっってててて上上上上方方方方シシシシフフフフトトトトししししたたたた
削削削削減減減減費費費費用用用用曲曲曲曲線線線線
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5.2 5.2 5.2 5.2 大綱および新大綱による政策大綱および新大綱による政策大綱および新大綱による政策大綱および新大綱による政策    
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

0000 排出量
約約約約束束束束排排排排出出出出量量量量

排出権価格と
限界削減費用

本来の限界
削減費用曲線

コマンド・アンド・コントロール
政策によって上方シフトした
削減費用曲線

t 

p* 

約約約約束束束束排排排排出出出出量量量量をををを
達達達達成成成成すすすするるるる税税税税率率率率

国国国国際際際際排排排排出出出出権権権権価価価価格格格格

B

A

排排排排出出出出権権権権のののの購購購購入入入入((((CCCC))))

削減費用＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ（排出権取引削減費用＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ（排出権取引削減費用＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ（排出権取引削減費用＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ（排出権取引

と炭素税よりも多くの費用が必要）と炭素税よりも多くの費用が必要）と炭素税よりも多くの費用が必要）と炭素税よりも多くの費用が必要）    
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広く薄い炭素税広く薄い炭素税広く薄い炭素税広く薄い炭素税    

0000 排出量約約約約束束束束排排排排出出出出量量量量

排出権価格と
限界削減費用 削減費用曲線

排出権取引と比べて
広く薄い炭素税を導入
することによって発生する
制度導入損失（死加重）

t 

p* 
広広広広くくくく薄薄薄薄いいいい
炭炭炭炭素素素素税税税税率率率率

国国国国際際際際排排排排出出出出
            権権権権価価価価格格格格

国国国国内内内内削削削削減減減減費費費費用用用用（（（（ＣＣＣＣ））））

p' 

日本が多くの排出
権を購入すること
による国際
価格上昇

 
 
 排出権取引と比べて国内削減が減り，排出権取引と比べて国内削減が減り，排出権取引と比べて国内削減が減り，排出権取引と比べて国内削減が減り，

排出権購入費用が増加する制度排出権購入費用が増加する制度排出権購入費用が増加する制度排出権購入費用が増加する制度    
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４つの４つの４つの４つの”ＮＯＮＯＮＯＮＯ” 
１． 特定財源の特定財源の特定財源の特定財源の一般化で排出権を購入一般化で排出権を購入一般化で排出権を購入一般化で排出権を購入（相対価格

が変化しない） 
２． 個別総量個別総量個別総量個別総量規制規制規制規制（非効率・不公平） 
３． 原単位強化原単位強化原単位強化原単位強化規制規制規制規制（非効率・不公平） 
４． 個人の自由を奪う個人の自由を奪う個人の自由を奪う個人の自由を奪う規制（論外） 

２，３，４を満たす 
のが新大綱新大綱新大綱新大綱！ 
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炭素税の問題点炭素税の問題点炭素税の問題点炭素税の問題点 
1. 1. 1. 1. 炭素税は炭素税は炭素税は炭素税は価格価格価格価格（税率）を与件とし，（税率）を与件とし，（税率）を与件とし，（税率）を与件とし，排出量排出量排出量排出量で調で調で調で調
整する制度：（整する制度：（整する制度：（整する制度：（量量量量を与件とし，を与件とし，を与件とし，を与件とし，価格価格価格価格で調整する）京で調整する）京で調整する）京で調整する）京
都議定書と不適合都議定書と不適合都議定書と不適合都議定書と不適合                        量量量量を確定できないを確定できないを確定できないを確定できない        
2.2.2.2.    各国で異各国で異各国で異各国で異なる税率ならば費用を最小にできななる税率ならば費用を最小にできななる税率ならば費用を最小にできななる税率ならば費用を最小にできな
いいいい                世界共通炭素税世界共通炭素税世界共通炭素税世界共通炭素税のみで費用最小化（原のみで費用最小化（原のみで費用最小化（原のみで費用最小化（原
則１と２を満たす）則１と２を満たす）則１と２を満たす）則１と２を満たす）    
3. 3. 3. 3. 世界共通炭素税世界共通炭素税世界共通炭素税世界共通炭素税なら限界削減費用の小さい国なら限界削減費用の小さい国なら限界削減費用の小さい国なら限界削減費用の小さい国
の削減が大きくなる（原則３を満たすためには税の削減が大きくなる（原則３を満たすためには税の削減が大きくなる（原則３を満たすためには税の削減が大きくなる（原則３を満たすためには税
収の再配分が必要）収の再配分が必要）収の再配分が必要）収の再配分が必要）    
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日本の特殊事情日本の特殊事情日本の特殊事情日本の特殊事情 
・日本は化石燃料の大半を輸入 
・ドイツ・イギリスなどは９０年以降，基本的にＣＯ２
排出量が減少（１４ページの図） 
・日本はほぼ基本的に増加（ソフトｖｓハードランデ
ィング）（１２，１４ページの図） 
・基本的に日本は許可証の需要者 
・イギリスや EU などの制度を単純にはフリーライ
ドできない 
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制度設計制度設計制度設計制度設計の基本視点の基本視点の基本視点の基本視点 
 

・ ４つの４つの４つの４つの”ＮＯＮＯＮＯＮＯ”    
・ 日本の特殊事情日本の特殊事情日本の特殊事情日本の特殊事情        
・ ターゲットを達成できる制度ターゲットを達成できる制度ターゲットを達成できる制度ターゲットを達成できる制度    
・ 制度執行費用の最小化制度執行費用の最小化制度執行費用の最小化制度執行費用の最小化    
・ モニタリングコストの最小化モニタリングコストの最小化モニタリングコストの最小化モニタリングコストの最小化    
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排出権取引の特色排出権取引の特色排出権取引の特色排出権取引の特色 
１．１．１．１．    世界の削減費用を最小化できる（原則１，２）世界の削減費用を最小化できる（原則１，２）世界の削減費用を最小化できる（原則１，２）世界の削減費用を最小化できる（原則１，２） 

２．２．２．２．    削減量削減量削減量削減量を特定できるが，を特定できるが，を特定できるが，を特定できるが，費用費用費用費用を特定できないを特定できないを特定できないを特定できない 

３．３．３．３．    削減者削減者削減者削減者とととと費用負担者費用負担者費用負担者費用負担者の分離が可能（原則３）の分離が可能（原則３）の分離が可能（原則３）の分離が可能（原則３） 
    
世界共通炭素税で議定書のターゲットを達成する世界共通炭素税で議定書のターゲットを達成する世界共通炭素税で議定書のターゲットを達成する世界共通炭素税で議定書のターゲットを達成する
のが炭素税でベストの状態のが炭素税でベストの状態のが炭素税でベストの状態のが炭素税でベストの状態    ====    排出権取引で達成排出権取引で達成排出権取引で達成排出権取引で達成
できる状態できる状態できる状態できる状態    

議定書を認めるなら，理論的に議定書を認めるなら，理論的に議定書を認めるなら，理論的に議定書を認めるなら，理論的に    
排出権取引排出権取引排出権取引排出権取引がががが炭素税炭素税炭素税炭素税よりもベターよりもベターよりもベターよりもベター 
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国内排出権取引制度設計国内排出権取引制度設計国内排出権取引制度設計国内排出権取引制度設計 
・・・・    原単位原単位原単位原単位    ＜＜＜＜     
             原単位（燃費）なら操業すればするほど原単位（燃費）なら操業すればするほど原単位（燃費）なら操業すればするほど原単位（燃費）なら操業すればするほど 

（走れば走るほど）排出量が増える（走れば走るほど）排出量が増える（走れば走るほど）排出量が増える（走れば走るほど）排出量が増える 

・・・・    ベースライン・クレディットベースライン・クレディットベースライン・クレディットベースライン・クレディット ＜＜＜＜  
             ベースラインの認定など前者の取引費用ベースラインの認定など前者の取引費用ベースラインの認定など前者の取引費用ベースラインの認定など前者の取引費用 
  がかかりすぎるがかかりすぎるがかかりすぎるがかかりすぎる 

・・・・    下流下流下流下流    ＜＜＜＜     
             上流上流上流上流:遵守が確実でモニタリング費用が小遵守が確実でモニタリング費用が小遵守が確実でモニタリング費用が小遵守が確実でモニタリング費用が小 

上流上流上流上流 

割当量方式割当量方式割当量方式割当量方式 

絶対量規制絶対量規制絶対量規制絶対量規制 
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Ｇトレイド制度Ｇトレイド制度Ｇトレイド制度Ｇトレイド制度 

 
 
１． ＡAＵを化石燃料の輸入業者を中心にオークションで

販売する（誰でも購入可，モニタリングが不要）． 
２． ノーキャップ制度：日本全体にはキャップがかかるが，

企業にはキャップなし 
３． 国際市場との連結：海外からＡＡＵ，ＥＲＵ，ＣＥＲなど

が流入． 
 

絶対量規制・割当量方式・上流型絶対量規制・割当量方式・上流型絶対量規制・割当量方式・上流型絶対量規制・割当量方式・上流型 
排出権取引制度をサポートする排出権取引制度をサポートする排出権取引制度をサポートする排出権取引制度をサポートする
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政府アカウント

化石燃料輸入業者

化石燃料の使用者

AAUオオオオーーーーククククシシシショョョョンンンン

ERU
CER

AAU

他国
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まとめ 
 
① 京都議定書を前提とするなら，炭素税よりも取引がベター 
② キャップ・アンド・トレイドやベイスライン・アンド・クレディット型

の取引制度よりも， 
（ｉ） キャップやベイスラインなどの初期割当を設定せず， 

（ii） モニタリングコストが不要で， 

(iii) 化石燃料排出のほぼ１００％をカバーし， 

(iv) 制度設計および執行コストがほとんどかからず， 

(v) 確実に議定書のターゲットを満たす 

 

＜Ｇトレイド＞制度を提案 
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電子メールアドレス電子メールアドレス電子メールアドレス電子メールアドレス    
saijo@iser.osaka-u.ac.jp 
    
ホームページホームページホームページホームページ    
http://www.iser.osaka-u.ac.jp/~saijo/ 
 


